
地方自治法改正概要（請願及び議案提出等） 

 

地方自治法（抜粋） 

 

第６章 議会、第１２節 雑則 

第１３８条の２ 

 

改正前 改正後（令和６年４月１日施行） 

（新設） 

 

議会等に対して行われる通知のうちこの

章（第１００条第１５項を除く。）の規定に

おいて文書その他の人の知覚によつて認識

することができる情報が記載された紙その

他の有体物（次項において「文書等」とい

う。）により行うことが規定されているもの

（情報通信技術を活用した行政の推進等に

関する法律（平成１４年法律第１５１号） 

第７条第１項の規定が適用されるものを除

く。）については、当該通知に関するこの章

の規定にかかわらず、総務省令で定めると

ころにより、総務省令で定める電子情報処

理組織（議会等の使用に係る電子計算機（ 

入出力装置を含む。以下この項及び第四項

において同じ。）とその通知の相手方の使用

に係る電子計算機とを電気通信回線で接続

した電子情報処理組織をいう。以下この条

において同じ。）を使用する方法により行 

うことができる。 

 

② 議会等が行う通知のうちこの章（第１２

３条第４項を除く。）の規定において文書等

により行うことが規定されているもの（情

報通信技術を活用した行政の推進等に関す

る法律第６条第１項の規定が適用されるも

のを除く。）については、当該通知に関する

この章の規定にかかわらず、総務省令で定

めるところにより、総務省令で定める電子



情報処理組織を使用する方法により行うこ

とができる。ただし、当該通知のうち第９

９条の規定によるもの以外のものにあつて

は、当該通知を受ける者が当該電子情報処

理組織を使用する方法により受ける旨の総

務省令で定める方式による表示をする場合

に限る。 

 

③ 前２項の電子情報処理組織を使用する

方法により行われた通知については、当該

通知に関するこの章の規定に規定する方法

により行われたものとみなして、この法律

その他の当該通知に関する法令の規定を適

用する。 

 

④ 第１項又は第２項の電子情報処理組織

を使用する方法により行われた通知は、当

該通知を受ける者の使用に係る電子計算機

に備えられたファイルへの記録がされた時

に当該者に到達したものとみなす。 

 

 

 


